




③「結婚・妊娠・子育てなどの希望がかない、すべての子どもが豊かに育つことのできる三重」の実

現をめざし、「企業・団体の自主的な取組」、「企業間の連携や多様な主体との協働」を促進する各

部会を設けて検討を始めた「みえ次世代育成応援ネットワーク」の活動を支えるなど、企業、団体

等のさまざまな主体と連携した少子化対策の取組を進めています。また、地域全体で子育て家庭を

応援する「子育て家庭応援クーポン」（協賛店舗数 1,612 店舗：11 月時点）に取り組んでいます。

今後も企業や団体等と連携し、子育て支援をはじめとするさまざまな活動を進めていく必要があり

ます。さらに、県とイオンとの包括協定の取組の一環として、イオンの電子マネーカードのご当地

ＷＡＯＮの仕組み（利用金額の一部を寄附）を活用し、三重の未来を担う子どもたちや子育て家庭

を応援する事業に役立てる「みえ 子育てＷＡＯＮ」を発行し、財源の確保に努めています。 

④三重県子ども条例の基本理念の一つである「子どもを権利の主体として尊重すること」をふまえ、

子どもからの相談を受け付ける「こどもほっとダイヤル」に取り組むとともに、子どもの意見を聞

き、県の施策等へ反映することを目的とした「キッズ・モニター」によるアンケート調査を実施し

ています。今後も子ども条例の普及啓発を行い、関係機関と連携して子どもからの相談電話に対応

するとともに、子どもの意見を聞く機会を設けていく必要があります。 

⑤有害情報の氾濫やインターネット上でのトラブルの増加をふまえ、三重県青少年健全育成条例に基

づき、立入調査や青少年の使用する携帯電話のフィルタリングサービス利用率の向上に取り組んで

います。今後も関係機関と連携し、子どもの健全な成長を阻害するおそれのある有害環境から社会

全体で子どもを保護し、健全な育成を図る必要があります。 

⑥小中学生を対象とした赤ちゃんふれあい体験事業や中学生に対する命の教育セミナーを実施して

います。引き続き、小中学生が家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性の多様性を含む性に関す

る医学的に正しい知識を習得できるよう、ライフプラン教育に取り組む市町を支援するとともに、

思春期ライフプランウェブコンテンツの周知など情報提供に取り組む必要があります。 

⑦子どもたちが妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自らのライフプランを考えら

れるよう、県立学校を対象に講師を派遣し講演会を実施するとともに、生徒が将来の家族の大切さ

について認識を深められるよう、保育実習や講演会を実施しています。また、幼稚園および公立小

中学校等の教員を対象に家庭生活について考える講演会を実施します。今後も関係団体等の協力を

得て、各学校の取組を支援していく必要があります。 

⑧高校生や大学生、若い世代では、妊娠・出産や性の多様性を含む性に関する医学的情報等を習得す

る機会が少ないことから、大学や企業、医療関係機関等と連携し、家族の大切さや、妊娠・出産、

性に関する知識を習得する機会を設けています。今後も大学等と連携して、高校生や大学生、若い

世代が自らのライフプランを考えるきっかけとなる普及啓発を進める必要があります。 

⑨「父親も母親と育児を分担して、積極的に参加すべき」と考える人の割合は若い人ほど高い傾向に

ある中、女性に比べて家事・育児への参加時間が短いという調査結果があることから、「みえの育

児男子プロジェクト」として男性の育児参画の推進に取り組んでいます。当プロジェクトでは、“ス

テキな育児をしている男性”等を表彰する「ファザー・オブ・ザ・イヤーin みえ」や、父と子の自

然体験取組をＳＮＳにより発信するなどの普及啓発を行っています。引き続き、職場や地域社会の

中で、男性の育児参画が大切であるという考え方を普及啓発していく必要があります。また、男性

の育児参画の推進には、職場環境や風土も重要であることから、広く企業にイクボスの必要性等を

伝えるイクボス伝道師の育成や、イクボスの推進について連合や経営者協会に働きかけ労使による

主体的な取組につなげています。引き続き企業（経営者や従業員等）に広く働きかけることが必要

です。 

 







 

⑦ライフプラン教育の推進にかかる事業 

【基本事業名：22103 キャリア教育の推進】【基本事業名：22201 道徳教育の推進】 

予算額：(30) ７２６千円 → (31)  ５６０千円 

事業概要：高校生が将来を見据えたキャリアプランニングができるよう、自らの人生や結婚、子育

てをテーマとした講演会や保育実習を推進します。また、子どもたちが発達段階に応じ

て、家庭生活と家族の大切さなどを理解できるよう、公立幼稚園、小中学校の教員等を

対象に講演会を開催し、各園・学校の取組の充実を図ります。 

 

 

教育委員会 


